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1.は じめに

　新指導要領において,高 校 「現代社会」に 「社会の

在 り方を考察す る基盤 として,幸 福,正 義,公 正など

について理解 させ る」ことが示 された。 これ らの概念

は,個 人としての 「幸福」追求が時として他者の幸福

追求 と対立すること,そ の場合に 「正義」の視点や 「公

正」への配慮が必要であるとい う関係にあるとされて

いる。またこれ らは現代社会の諸課題 をとらえる上で

の基本的な枠組みであるとされてお り,様 々な社会の

問題を 「幸福 ・正義 ・公正」の視点でとらえられるよ

うにすることで,よ り良い合意形成のための力を育成

することが意図されていると考えられる。折しも2011

年3月11日 の東 日本大震災や福島第一原子力発電所を

きっかけに,社 会的な意思決定のあ り方の見直しに関

わる議論が活発になっている。専門家に任せておけば

良い,と い う市民の無関心への反省 とともに,専 門家

への信頼 も大きく揺 らぎ,科 学者 をはじめとする専門

家に答えが出せない状況で,し かし社会的に 「決めな

くてはならない」状況,い わゆる トランスサイエンス

な状況での合意形成が今 日の社会における課題である

とい う認識が広がってきている。 しかし,こ のような

「専門知を超えた」価値判断をともな う合意形成の必

要性をふまえた実践研究はこれまで十分に行われてい

ないのが現状である。

2.研 究の 目的

　 「幸福,正 義,公 正」はいずれ も幅広い意味 を持 ち,

受 け止め る人に よって様 々な概念 を与 えられ る可能性

を もつ言葉 であ るが,学 習指 導要領解説 では幸福,正

義,公 正の関係 について次の よ うに定義 してい る。 ま

ず 「個々人 は,自 らの 「幸福 」を願 い,充 実 した人生

を求めてい るのであって,こ うした願 いができ る限 り

実現でき るよ う配慮 され てい ることが,現 代社 会の諸

課題 を考察す る上で大切 な ことであ る」 として,個 人

の幸福追求の大切さを前提 とした上で 「自己の幸福の

追求は,時 として他者や他の集団,あ るいは社会全体

の幸福 と対立や衝突することがある」ことを指摘 し,

「このような対立や衝突を調整」するために 「すべて

の人にとって望ましい解決策 を考える」「何が社会に

とって正 しいのか とい うことについて考える」ことを

「正義」について考えることであるとしている。そ し

て 「正義」について考える際に,「個々人が対等な社会

の構成員 として適切な配慮を受けている」「社会の制度

や規範,あ るいは行為の結果を正 しいもの として人々

が受容する条件が成 り立っている」 といった 「公正」

に配慮することが必要であるとし,「少数者にも配慮 し

ながら社会の多数の幸福を図るようにしているか」を

その例 として示 している。中学校の学習指導要領にお

いても 「社会科公民的分野」に 「対立 と合意」「効率 と

公正」が加 えられてお り,中 学,高 校を通 じて,対 立

の存在を自明としなが ら,問 題の解決にあたって 「公

正」な どの概念を用いることができるようにすること

が 目指されていると言ってよいであろう。

　学習指導要領 に 「幸福 ・正義 ・公正」「効率 と公正」

とい う概念が取 り入れ られたことによって,対 立を避

けるべきものではなく,個 人の多様な価値観,幸 福追

求が認められる帰結 として当然に生 じるものであると

とらえていることは重要である。この考え方に基づけ

ば対立する意見の重みには優劣はなく対等であること

が前提 とされることになるか らである。ここでは専門

知に基づいているか どうかがより良い判断の基準では

ない。もちろん,異 なる意見のいずれかについて専門

知=科 学理論に基づいて質的に優劣をつけることが可

能である場合もあり,そ の場合は専門知に基づいた答

えを選択することが望ま しい解決であるといえるだろ

う。従来の,社 会諸科学の成果に基づいて社会的論争

問題 を読み解かせる社会科 ・公民科の授業実践では,

このような専門家による科学理論に基づ くことでより
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良い判断が可能であるとい う考え方に基づいていたの

ではないか。 しかし,専 門家に明確な答えが出せない

場合や,専 門家の意見が異なる場合が幅広く存在 して

いることを視野に入れる必要があると考える。

　 「公正」を扱った先行研究としては大杉(2004)や

岩野ら(2013)が ある。大杉は,離 島を結ぶフェ リー

の減便を題材 として,専 門家の異なる意見が内包す る

倫理的判断基準を読み解いて意思決定を求めるとい う

方法を提示 している1)。公共政策の選択に関わって科

学的な理論のみによる判断の限界を示 し倫理的な判断

基準を高めることの必要性を明らかにしたものである

と言えよう。 しかし,大 杉の授業モデルでは効率と公

正の選択を迫 るとい うモデル とするために特定の倫理

的判断基準に基づく選択肢に当てはまるように科学理

論が解釈 されているとい う問題がある。その結果,効

率よりも安全等に配慮した交通事業への参入規制が存

在す ることを前提 とした減便 とい う選択肢 を 「効率」

として選ばせ るなど,倫 理的判断基準を扱 うために科

学理論の解釈に問題が生じてしまっている。また,大

杉のモデルでは,科 学理論に基づく選択肢が前提 とさ

れているため,論 争が専門家の意見が分かれた場合に

限定される。そのため,そ もそも専門家に答 えられな

いいわゆる 「トランスサイエンス問題」等については

想定されていない。岩野 らの研究2)は,大 杉のモデル

を踏まえながら 「公正」概念をより精緻化 し,さ らに

学習方法として議論を活用す ることによって生徒に公

正についての見方 ・考え方を批判 ・吟味させ ようとす

るものである。実際に生徒が行った議論を詳細に分析

し,価 値判断に関わる議論の場面において専門知より

もむしろ 日常経験から出る問いが妥当性の判断に大き

な役割をしていることを明らかにしている点は興味深

いが,授 業の構造は合理的意思決定の理論 を拡張して

倫理的な価値判断を取 り入れ る形にとどまっている。

　では,ト ランスサイエンス問題 をはじめとした専門

家に問 うことはできるが専門家だけでは答 えを出せな

い問題,専 門知を超 えた価値判断をともな う問題を射

程に入れた授業はどのようなものになるだろうか。 よ

り良い意思決定が十分な専門的知識の習得によって可

能であるととらえるなら,そ れを妨げているのは知識

の不足であるとい ういわゆる 「欠如モデル」の立場に

立っことにな りリテラシーを向上させ ることが 目標 と

なるだろ う。 しかし,あ らゆる社会的事象についての

リテラシーを高めることは現実的ではない。

　 トランスサイエンスな問題が顕在化す る状況を受け

て,主 として自然科学者の側からは,市 民に不足して

いる知識を埋めようとす るのではなく,双 方の対話を

通じて改善を図るべきだとい う提案が行われ るように

なっている。いわゆる科学技術社会論が広く注 目され

るよ うになったのは,イ ギ リスにおけるBSEの 問題

で,科 学者が 「人間には感染 しない」と言っていたBSE

が人に感染 した疑いが濃厚になったことによって科学

や科学者への素朴な信頼感が失墜 し,専 門家には答え

の出せない問題の存在が認識されるようになったこと

がきっかけであるとされるが,こ のような経験も経て

「科学者一政策立案者」の結束による意思決定のモデル

か ら 「科学者一政策立案者一市民」が同等の意思決定権

を持っ公共空間モデルの提案が行われ,現 在では欧米

諸国を中心に,コ ンセンサス会議やサイエンスカフェ,

討論型世論調査等の試みが実施されるようになってい

る。

　経済学や法学,政 治学といった公民科に関わる学問

分野に対 しては従前か ら 「市民感覚と異なるもの」「学

問的な結論が社会的には受け入れにくいもの」とされ,

社会科学への懐疑はむ しろより広く存在 しているよう

にも思われる。社会科学に関わる分野においても公共

空間モデルに基づく意思決定が求められている。その

ためには科学技術社会論の成果を踏まえた新 しい方法

論を導入することが有効であ り,「幸福 ・正義 ・公正」

の理解を深めることにつながると考えられる。

　なお,先 行する授業実践の事例の中には,指 導要領

解説に 「少数者への配慮」が例示されている影響か単

純に多数者 より少数者の立場に立つ選択を 「正義」や

「公正」と見なす実践例な どが散見されることは問題

であると考える。「幸福 ・正義 ・公正」「効率 と公正」

といった概念は,誰 もが何 らかの基準を自分な りにイ

メージできるだけに,系 統的な倫理学や哲学の成果を

ふまえた広さと深さをもつものになっていることは非

常に重要である。研究を進めるに当たっては,こ の点

についても留意 して行った。

3.教 材 ・授業の開発

3-1.授 業構成の構想

　 小林(2007)は,『 トランスサイエ ンスの時代』で,

ア メリカのアル ヴィン ・ワイ ンバー グの考 えを紹介 し,

おお よそ次の よ うに述 べてい る3)。従来 の純粋 な科学

の領 域 と純粋な政治の領 域が 区別で きる とす る考 えに

対 して 「ワイ ンバー グは,科 学技術 と社会 に新たな関

係 が生まれてい るこ とを指摘 し,そ れ を 「トランス ・

サイエ ンスの 出現 と拡大」 と表現 してみせた。」 「彼 は

科学 と政治の交錯す る領域 を 「トランスサイエ ンス」

と呼び,そ れ を 「科学 によって問 うこ とはで きるが,

科学 によって答 えるこ とので きない問題 群か らな る領

域」と定式化 している。」そ して この トランスサイエ ン

スの問題領 域 に対す る実際の対応の在 り方 として,内
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外のコンセンサス会議 を紹介 している。

　また,藤 垣(2003)は,専 門家だけでは答 えを出せ

ない問題について 「科学技術 と社会 との接点におこる

問題や意思決定を統治者一被統治者の対抗的権力関係

として解 こうとする従来の科学批判の図式ではもはや

扱 えない問題の登場」ととらえ,体 制反体制図式から

公共空間論への変容が必要であると指摘する4)。従来

の社会的な意思決定のとらえ方は,① 国家や企業と対

比される形で市民がいる,② 科学的根拠が判定基準と

なって科学者が判断を下す,と い う特徴を持っ 「科学

者による意思決定モデル」「科学者=裁 判官モデル」で

ある。 しかしこのモデルでは近年顕在化 しているよう

な科学者に答えの出せ ない問題 について判断できな

い。そこで科学者に答えの出せない問題の意思決定の

ためには 「公共の意思決定のモデル」への転換が求め

られ ることになる。「公共の意思決定モデル」とは,①

利害関係者が多様である,② 市民も賛成派と反対派が

いる,③ 外交も関係する,④ 開かれた 「公共空間」で

の多様な利害関係者によるガバナンス(共 治)が 必要

である,と い う特徴を持つ 「科学者=証 人モデル」で

ある。

　 このような 「公共の意思決定モデル」では,従 来科

学者が行ってきた妥当性境界における境界編成作業を

多様な価値観を持つ市民が行わなくてはならない。 し

かもそれは利害関係者全体が認めたものである必要が

あるため,科 学者集団におけるレフェ リーシステムに

代わる保証の方法が求められ ることになる。 さらに統

治者によって示 された妥当性境界に従 うのであれば責

任は回避 されるが,市 民が境界編成作業に加わる場合

には,市 民の側の責任が問題 となるだろう。

　 さらに,科 学者の妥当性境界と,公 共の妥当性境界

は異なることも重要である。 この違いは,科 学者の境

界は専門家による共同体の理想条件に状況依存 してい

るのに対して,公 共の妥当性境界は現場条件に状況依

存していることから生じると考えられている。公共の

妥当性境界は,科 学者が見逃 してしま うような現実の

現場に状況依存 した知識,現 地で経験してきた実感 と

整合性をもって主張され る勘のような 「ローカルな知

(ローカルナレッジ)」に基づくことがある。例えば科

学技術に関わった事故の現場などで,研 究者が非本質

的であるとして捨象 したものが本質的であったことが

事後的に分かった事例などが報告されている。 これ ら

のことか ら「公共の意思決定モデル」では専門知 とロー

カルな知は同じくらいの重さを持ってとらえるべきで

あると考えられ る。 もちろんここでい うローカルな知

はいわゆる素朴知や世間知,一 般的な意味での経験知

とは異なるものであり,素 朴知 ・世間知が専門知に勝っ

ていることを示 しているわけでも,個 人の 自由な判断

に丸投げ して しま うべきであることを示 しているわけ

でもないことには注意が必要である。必要 となるのは

「専門知」を持つ科学者と現場の知 としての 「ローカ

ルな知」を持つ市民の問の対話による,い わば専門知

とローカルな知の共存共栄モデル5)であり,そ の際に

は 「なんとなく違 う気がする」 といった経験知の言語

化に対する専門家か らのサポー トなども必要となるだ

ろう。

　では 「公共の意思決定モデル」を踏まえた授業の構

成はどのようなものになるだろうか。我々は専門家に

問 うことは出来るが専門家だけでは答えを出せない問

題に対 して社会的判断に参加する市民に求められる力

として 「素朴知 と異なる結論が専門知によって導き出

されるような場合でも,専 門家に任せるのでも専門知

を空論 として排すのでもなく,専 門知を考慮 し専門家

と協働 しなが ら市民の持っローカルな知も活か した社

会的判断を行 う力」であると考えた。一定のリテラシー

を身につけることを通 じて専門知に対する信頼感を身

につけつつ,そ の限界に対しては公共の討議をすすめ,

ローカルな知の立場も加 えなが らより良い答えを模索

することのできる力 と言っても良いであろう。

　このような力を育成するための授業構成は次のよう

になる。まず,専 門知への信頼感を持って専門家と対

話 しなが ら意思決定を行 うための リテラシーを身につ

ける段階が必要である,そ の上で 自らが意思決定の主

体であるとい う責任感を持って意思決定を行 う段階が

用意されなくてはならない。その際,専 門知だけでは

なく,自 分たちの中にある違和感 などを吟味 しローカ

ルな知をも取 り入れた意思決定を行 う必要がある。可

能であれば専門家 との対話を取 り入れることが望ま し

いであろう。このような授業は 「どのように」「なぜ」

「どうすればよいか」 とい う問いか ら構成されること

になり,形 式的には従来行われてきた社会認識を踏ま

えた意思決定型の授業構成 と同じであることになる。

しか し重要なのは最後の 「どうすればよいか」 とい う

問いの意味するところがこれまで とは全 く異なること

である。これまでの社会科授業理論においても公共空

間に関する議論は様々な形で行われてきた。 しか し従

来の授業では民主主義社会の一員 として意思決定する

ことを想定 しつつも 「科学者による意思決定モデル」

における科学者の位置に立って判断を下せる市民がイ

メージされてお り専門知に基づく合理的な判断が指向

されている。倫理的価値を導入 した先行研究でも基本

的な構成は変わっていないことは先 に見た通 りであ

る。 「公共の意思決定モデル」における市民を想定した

場合には,「 どうすればよいか」につづく従来とは異な
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る補助的な問いが必要になるだろ う。

　本研究では,公 民科 ・社会科における具体的な方法

について,高 田による高等学校 「現代社会」および 「総

合的な学習」の先行 して行った実践を科学技術社会論

の視点から分析 し」再検討を行 うとともに,科 学技術

社会論の視点を導入 した新 しい授業構成 を作成 して

行った阿部による 「政治経済」「中学校社会科公民的分

野」の授業実践の分析 と考察を行 うことで,新 たな方

法論の可能性をさぐりたい。

3-2.高 等学校 「現代社会」に おける教材 ・授業開発

3-2-1.授 業 プラ ン

　 高 田は,先 行 して2010年 に公 民科 「現代社 会」の授

業 として,「COP15と 『ゴル ギアス』」とい うタイ トル

で温暖化 問題 に関す る授 業(高1公 民科 「現代社会 」)

を開発 し,2011年 度 にはESDと して 「福 島原発事故」

の授 業(高2総 合 学習 におけ るESD)を 開発 してい る。

(1)「COP15と 『ゴル ギアス』」 の概要

　京都議 定書の期 限切れ 後の新 しい議 定書の制定に向

けた会議 が,2009年 コペ ンハ ーゲ ンで開催 された。 そ

の会議 がCOP15で ある。結果 は,新 議 定書のために何

ら新 しい ことが決 定で きなかった とい うことであ る。

会議 は合意形成 の場 であ る。各 国の トップの政治家が

集 まっていた。 アメ リカのオバ マ大統領,日 本の鳩 山

首相,中 国の温家宝…。合意形成 の鍵 は,説 得のため

の言葉 であ る。 しか しアメ リカ も 日本 も中国を説得 で

きなかった。 それに よって新 しい議 定書のための合 意

はで きなかった。拠 って立っ基盤 は,「 持続 可能 な開

発 」 とい う国際社 会の正義の実現のはず であ るに もか

かわ らず…。 以上の現在 の問題 にプ ラ トンの著作 『ゴ

ル ギアス』 の議論 を重ね合 わせ,「 も しソクラテ スが

COP15に いたな らば…」と生徒 に考 えさせ たのが本授

業であった。『ゴル ギアス』の 中で議論 が進 むにつれ,

ソフィス トの弁論術 が,… あ る特定の政 治観 ・価値観

に立つ ことが顕 わにな る。す なわ ち 「力 こそが正義 で

あ る」 とい う政 治観 ・価値観 であ る。 これは,古 代 か

ら現代に至 るまでの多 くの政 治的言説 の背後において

確認 でき るものではないか。 そ して,ゴ ル ギアス達へ

の ソクラテスの切 り返 しが有効 であったのな ら,現 代

において も一定の有効性 を有す るのではないか。 現在

「持続 可能 な開発 」は,国 際政 治の争 点の一つ となっ

てい る。2009年 のCOP15で は,ノ モスにおいて ロゴス

が具体的に どの よ うな特徴 を示 すかが垣 間見 えた と思

われ る。

　 副題 を 「一 ソク ラテスの言葉 を現代 に適用 す ること

で,政 治 と言葉 の関係 を考え る一 」 とした。

実施 時期　 2010年11月

実施対象 クラス:高 等学校1年1組 ～5組 全 クラス

(11.月27日(土)第2限 に,第3次 を中等研究大会の

　研 究授業 として3組 で実施 した)

全体 目標

・ソクラテスの言葉が現代 に適用 され ,新 た に解釈 さ

　れ,ま た批判的 に問い直 され るこ と。

・現代 とい う時代が ,現 代 に適用 された ソクラテスの

　言葉 によって問われ るこ と。

第1次 目標 　 『ゴル ギアス』 において,ソ クラテスが

ゴル ギアス とポ ロス を相手 とす る議論の概要 を理解 す

る とともに,正 義の認識が政治 において本質的で ある

とい う,ソ クラテス=プ ラ トンの洞察 を現代 につな げ

る。

第2次 目標 　 ・リオ宣言か ら京都議定書の発効そ して

COP15終 了までの概 略 を知 る。

・中国の戦略 を考察 し,日 本の活動 を振 り返 ることか

　 ら,政 治 におけるあるべき合意形成 について考える。

第3次 目標 　 『ゴル ギアス』の議論 の構 図をCOP15に

　適用 して,地 平融合 を完成 させ るこ と。

・カル リク レス とソクラテスの議論の トポス(論 点)

　 を見出す。

・『ゴル ギアス』全 体の 中での トポ ス(論 点)の 移行

　 (深化)の 構造 を把握 し,そ れ をCOP15に 適用 して,

　 日本は どうすべ きだ ったか を考 える。

(2)「 福島原発事故」授業の概要

　総合学習の 中でのESDの 時 間に,元 来は 「京都議定

書」の授業 を準備 していたの を,福 島原発の爆発事故

の報 に接 し,急 遽 「原発事故」 を題 材 にす るこ とに切

り替 えた。 しか も事態が進行 し不明な こ とが多い 中で

開始 した。さらに これを本校 のESDの 観 点で実施す る

とい う課題 をも背負 った。

　副題 を 「一 何故,専 門知が豊富 な 日本 において,そ

の専門知が生か され ない事態 が起 こるのか。『木を観て

森が見 える』知 を どうや って獲得す るか一 」 と した。

全体 目標:① 　福 島原発の事故 を考 えるこ とで,現 代

社会 にお ける4つ の次元(政 治 ・経済 ・環境 ・社会)

の不整合 ・不調和 な事態 を認識 す る。

② 現代社会 にお ける専門知の あ り方 を振 り返 り,知

の整合的 ・調和的 なあ り方 を探究す る。

実施時期　 2011年10月

実施対象 クラス:高 校H年2組

第1次 目標

・ヴィデオ視聴 によって ,福 島の放射能汚染の実態 を

　知 る。

・科学者 と組織の 関わ りの問題 に気付 く。

　 ヴィデオその1(ETV特 集 　福 島の放射線調査)を

視聴 させた。視聴ポイ ン トを以下の2点 とした。①調
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査した科学者(木 村真三さん)が,組 織を辞めて自主

的に調査を始めたこと。②放射能汚染の実態について。

福島県の人々,特 に浪江町赤宇木の集会所に避難 した

人々のあ り様。避難 した場所が原発から直線距離では

離れていたのに,木 村 さんからそこがホッ トスポッ ト

である事実を知 らされた時の人々の衝撃。

第2次 目標
・科学者 と組織,科 学技術 とリスク,原 発への対応,

　正しい合意形成について今後考える方向付けをする。

・今回のヴィデオそのH(サ イエンスゼロ　事故の原

　因)の 視聴によって,原 発の構造と福島原発事故の

　原因について現状におけるおおよそを理解する。

・一人の科学者(高 木仁三郎)の 言葉(「 木を見て森を

　見ない」,原発の技術 と仏師の技術の比較)を 通 じて,

　科学者 と組織,科 学と現代社会の関係を考える。

第3次 目標

・4Dimensionを 前2回 に適用 し,全 体の関連性をつ

　かむ。

・高木さんの原発技術がはらむ問題が,政 治主導によ

　 る導入だったことを資料を通 じ検証す る。

第4次 目標

ア　生徒各 自が与えられた分野の専門家にな り,そ れ

　 を他者に説明できるようになる。

イ　他者の説明を聴き理解できるようになる。

ウ　それぞれの分野の部分的知識 を総合 し,全 体を構

　成できるようになる。

3-2-2.結 果と考察

　高田が実施 した 「COP15と 『ゴルギアス』」ならび

に 「福島原発事故」を 「科学技術社会論」の視点から

はどのように捉えられるかを考察した。

(1)「COP15と 『ゴルギアス』」

　2010年 の出発点での関心事は,公 民科特有の言葉の

問題は何であるかにあった。それを考察する中で,言

葉に関連す る特に2つ の問題に気がついた。すなわち

公民科の教科内容には驚 くほど会議に関するものが多

いこと。何事か重大なことを決定した場合はもちろん,

何 も決定しなかった場合 もそ うである。会議において

目指 されているのは合意形成である。そして合意形成

の成否の鍵は,合 意形成に関わる言語のあ り方の問題

に集約できると考えた。 もう一つは,公 民科特に倫理

が扱 う事項の言葉の問題である。つま り,古 典に表れ

た先哲の言葉 と,そ れを学ぶ生徒の時間的距離をどう

するかであった。後者について言えば,先 哲の言葉を

現代に活かす積極的な場面設定が重要であ りまた可能

であると考えた。そ して前者について言えば,会 議に

おいて合意形成できない場合,そ の理 由として利害の

対立が調整できないことが多い訳であるが,そ の問題

は古代ギリシアにおいてはまさに言葉(ロ ゴス)の 問

題を絡めて議論 されていると思 う。 しかもソクラテ

ス ・プラ トンでは倫理の言葉としてのロゴスを際立た

せる格好の題材 として正義の問題があったように思わ

れる。そ して倫理の言葉とい う観点か らみた場合,現

代においても合意形成を可能にするもの として正義に

ついての共通認識があると考えられる。

　 「科学技術社会論」が指摘する,科 学的合理性とは

異なる社会的合理性の一つには,正 義をどう考えるか

があると高田は考えている。その意味で,「科学技術社

会論」 とはその根幹において重なるものがあると考え

る。その一方で,「COP15と 『ゴルギアス』」では温暖

化問題の科学的根拠 自体は問わなかった。ある意味,

公民科の側か ら,そ の問題は自然科学の問題であり,

自己制限を課 していた と思 う。 ところが 「科学技術社

会論」の問題意識は,出 発点は科学 ・技術の側にあり,

科学 ・技術か ら社会へ と積極的に関わる場面において

両者の合理性の相違に気づき,そ の上で社会的な合意

をどう形成するか とい う方法論に主眼があると考えら

れる。今後,公 民科授業において試み られるに値する

のは,積 極的に科学 ・技術に関わる争点をどこまで出

せるかである。

(2)「 福島原発事故」

　2011年 の福島原発事故によって,国 民的な課題 と

なったのは,専 門家 と社会の問題であり,社 会は専門

家に判断までも委ねていいのか とい う問である。総合

学習の時間のESDと して 「福島原発事故」を考案 した

時も,幾 つかの論点がせめぎ合 う中で,た どり着いた

のが,上 掲の問題であり問である。その問題 ・問を,

ドイツにおけるESDの 視点か ら学んだ現代社会にお

ける4つ の次元(政 治 ・経済 ・環境 ・社会)の 不整合 ・

不調和な事態として,授 業では考察 し分析 した。 した

がって授業においては,い きおい戦後の 日本のエネル

ギー政策批判になっていた と思 う。その上で,現 代社

会における4つ の次元(政 治 ・経済 ・環境 ・社会)の

不整合 ・不調和な事態克服のためのコンピテンシーを

探究する場面として,ESDを 提案 した。またその 目指

すべきコンピテンシーのための授業の方策 として,協

調学習を試みた。

　専門家と社会が どのような関係であるべきか とい う

問題,そ して社会は専門家に判断までも委ねていいの

か とい う問は,高 田の授業 と科学技術社会論がおおよ

そ共有 しているものだ と考える。高田は,そ れを特定

科学者個人に注 目させることで,生 徒に考えさせた。

すなわち故高木仁三郎 と3.11直後に福島に入った木村

真三氏である。はたして科学技術社会論が,政 治批判 ・

一141一



政策批判にまで至るものかどうかは,現 段階では論評

できない。 しかし公民科が授業を構築す る場合,政 治

批判 ・政策批判 とい うあ り方は本質的であると考える。

他方,高 田が試みた協調学習は成功したとは言い難い。

そのことに関して,む しろ今後,科 学技術社会論が社

会の合意形成のための具体案 として提案するコンセン

サス会議等の実践から学ぶに足るものが多いと考えら

れる。

3-3.高 等学校 「政治 ・経済」および中学校 「公民的

　　 分野」における教材 ・授業開発

3-3-1.授 業プラン

　政治 ・経済および中学校公民的分野では,発 達段階

に応 じた修正を しつつ同じ教材 を用いて実践研究を

行った。「科学技術社会論」からの視点を導入 し,コ ン

センサス会議の方法論も参考にしつつ,素 朴知とは異

なる結論を導き出す専門知を理解 させた上で,そ の限

界を示し,専 門知とローカルな知をふまえっっ,よ り

良い解決策を考えさせ る授業を構想 した。以下にその

概要を示す。

「最低賃金法は貧困問題を解決できるか」の概要

実施時期　2013年11月

実施対象 クラス:高 等学校Ⅱ年政治 ・経済選択クラス

　　　　　　　　 中学校3年1組 ～3組 全 クラス

　ねらいとする構成に適した題材として 「最低賃金法」

に関わる問題を扱い,直 感的な理解に基づく解決策 と

経済学の基礎的な理論の不整合を学び,現 実の社会に

おける制約を考慮 しながら,「正解は無い」ことを前提

とした上で 「自分の責任で選択すること」を求めなが

ら,よ り良い解決策を考えさせ る授業を構想 した。授

業は,高 等学校2年 生の 「政治 ・経済」の選択クラス

で先行 して実施 し,修 正 したものを中学校3年 生の 「社

会科公民的分野」のクラスで行った。

　最低賃金法については経済学の立場からそのデメ

リッ トが指摘 されてきたものの,そ の確証の不十分 さ

や社会的な価値判断から多くの国で導入 されてお り,

専門知によって導入の是非を答えることが困難な問題

であると言える。2009年 の政権交代では,最 低賃金の

一律1000円 への引き上げが 目指 されたが
,結 局実現し

なかった。最低賃金の引き上げに対する直感的なイ

メージは,生 活が楽になる,貧 困対策になる,と い

うものであろ う。これ らに生活保護 との逆転現象の

ニュースや,「選ばなければ仕事はあるはず」とい う高

度成長期に形成 された世間知が組み合わさることで,

最低賃金の引き上げには過剰な期待が寄せ られていた

かも知れない。 しか し,従 前から経済学の専門家は最

低賃金の引き上げが失業者を増やす(買 い手独 占の場

合は異なる)こ とを理論的に指摘6)しているし,実 証

研究か らも雇用に悪影響を与えることや最低賃金のメ

リッ トを受けるのは世帯主以外の労働者である場合が

多く貧困対策としてはあま り有効ではないことが確か

められている7)。ただし,こ のことは実際の社会で最

低賃金が必要ない と言 うことをただちに示 してはいな

いだろう。通常は働 くことで生活に必要な収入を得 ら

れるべきであると考えられているか らである。これは

社会的な規範であるだけではなく,そ のことで社会生

活を円滑に進めてい くためのローカルな知をふ くむも

のである可能性がある。いずれにせよ足 りない部分は

何 らかの給付が必要 となるのであり,結 局最低賃金を

上げても下げても福祉政策による給付が発生すること

になる。他にも専門知を応用する考え方か らは,公 共

事業な どを同時に行って労働需要の需要曲線をシフ ト

させることで,均 衡賃金自体を上昇させるとい う考え

方や,移 民政策な どによって労働者 自体を減 らして し

ま う(供 給曲線のシフ ト)こ とも考えられるが,こ ち

らも財源の問題や,実 際には労働移動が容易ではない

ために供給制約 によって効果的では無い といった指

摘,移 民については倫理的な問題などがある。結局社

会保障給付を押さえ雇用にも悪影響を与えないような

「正解は無い」わけである。専門知だけでは一つの解

は導き出せず,問 題解決のためには労働 をどうとらえ

るか,負 担や給付をどうするか,現 実に社会的に受け

入れられるのか といった,市 民 自身も加わった価値判

断が必要となる問題であり 「公共の意思決定モデル」

に適 した教材であるといえる。

　授業では,第 一段階で最低賃金や雇用の問題を学習

した理論や資料に基づいて検証することで,最 低賃金

の引き上げが貧困の対策として効果的ではない とい う

直観 とは異なる理解を獲得させ,こ れに代わる政策を

いくつか示す。第二段階では,専 門知に基づく解決策

の問題点を示すことで,政 策を決定するには公共の意

思決定が必要であることに気づかせる。本授業の中心

となる第三段階は,イ ギリスの科学技術社会論の高校

生向け教科書の翻訳であるJoan　Solomonほ か 『科学 ・

技術 ・社会(STS)を 考える』8)の展開を参考に構成

した。同書ではまず 「専門家の意見の不一致に対 して

私たちは何ができるか」とい う問いかけを行い,「私た

ちが専門家以上によく知ることは とてもできそ うにあ

りません」 としなが ら 「私たちの社会で科学をどのよ

うに利用することが望ましいかについて,私 たちは自

らの意見を表明する権利」をもってお り 「専門家やそ

れ以外の人たち」の 「双方の意見を聞く必要」を確認

した上で,自 分の考えに基づいて 「投票す ること」「議

員に手紙を書くこと」ができる,と 書いている。本授
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業では,こ れをもとに,専 門知 と市民の持つローカル

な知をともに吟味した うえで,結 果にも責任を負 うと

い う前提で自分の判断基準を考えさせ るとい う構成 と

した。第三段階での補助発問としては,「公共の意思決

定」を意識 させ るための 「正解は無い中で選ぶとした

らどうか」とい う問いと,意 思決定への責任感を喚起

するために,本 来意図している市民としての立場から

は離れるが 「政党の党首のつもりで選ぶとしたらどう

か」とい う問いを行った。評価については授業理論に

そった評価方法 について事前に十分な検討 ができな

かったため,今 回は学習プ リン トに自分な りの意思決

定の結果を提案 し記入す ることと,感 想の記述を求め

ることとした。

表1　 生徒の感想

意思決定の難 しさに言及 したもの

他者の意見に言及 したもの

知識が広がったことに言及したもの

その他(知 識理解の難 しさに言及 した

ものを含む)

49

2

22

31

3-3-2.結 果と考察

　授業の過程 で中学 ・高校 を問わず出てきた発言は

「どうすれば良いのか」「答えは何か」であった。生徒

には 「正解を教えてもらえるのが授業」とい う感覚が

強固にあるようであ り,正 解の無い問題に対 して意思

決定することには大きな抵抗感を示 したことは興味深

い。また,先 行 して行った高校2年 生の授業では,需

要と供給のモデル を操作して解決策を理論的に提案す

る生徒 もいた。理論に基づいて操作し科学者による意

思決定モデルに近い発想であろう。そこで授業の中で

は,こ れらの提案に対して,公 共の意思決定モデルに

おける対立する意見を持つ市民や,多 様な利害関係の

存在を意識 させ るよう,各 提案に対する問題点を理論

面だけでは無く現実の社会の反応や社会意識 も含めて

提示 し再考することを求めた。中学校では理論を操作

的に扱 うことはまだ難 しいため,教 師の側からいくつ

かの提案を示 し,そ れぞれに対する問題の提示も行っ

た。授業の中で討論の場面は設けていない。経験の限

られた生徒同士での議論 よりも,擬 似的な形であって

も専門家もそ うでない市民も含めたより多くの知に触

れさせ ることが重要であると考えたからである。授業

の最後には自分な りの意思決定することを求めた。そ

の際,正 解が無いこと,結 果に対して責任 を負 うこと

を強調 し,何 人かの生徒には発表 を求めた。表1は,

中学校3年 生で行った授業の後,自 分な りの意見を記

入 させた際に書かせた自由記述の感想 を分類 したもの

である。なお,難 しさに言及 したものの うち,内 容的

な難 しさについて書かれたものはその他に分類 してい

る。

(中学校3年 生104名 ・自由記述 を授業者が分類)

　半数近 くの生徒が 「正解の無い問題は難 しい」「すべ

てが良くなる案はないので難 しい」「いくつも政策は考

えることができるのに完壁なものは無い」「考えるのは

簡単だが実現を考慮すると難 しかった」 といった意思

決定に関わる難 しさに言及 している。前述 した とお り

授業の中でも正解が無いことの難 しさを声にする生徒

は多かったが授業終了後の感想 にも現れている。これ

は一般的な意思決定を求める授業ではあま り見 られな

い反応であり,今 回の授業構成によるものと言えよう。

特に 「いくつも政策は考えることができるのに完壁な

ものは無い」「考えるのは簡単だが実現を考慮すると難

しかった」 といった感想か らは生徒が多様な利害や決

定に対する責任 を意識 して考えていたことが読み取れ

る。また,単 に難 しい とい うだけではなく,だ か らお

もしろいとい うことを書いた生徒も数名いた。知識的

な広が りを得ることができたことに言及 した生徒は4

分の1弱 であった。彼 らは意思決定においても理論の

理解と活用に中心的な関心があった生徒であると考え

られる。他の人の意見に関わる記述は,提 案の発表な

どを行った場合に書かれることが多いが今回はほとん

ど見られなかった。授業の中で多くの立場に言及 して

お り発表場面が多様な意見の存在に気づ くとい う場面

ではなかったこと,自 分の意見への責任 をより感 じて

いた可能性があることが理由として考えられ,授 業の

ね らい とは整合 した結果であると考える。これ らの他

内容の難 しさに言及 した生徒も数名お り,少 数ではあ

るが考えるのが難 しいのであきらめて しまった とい う

生徒も見 られた。

　限られたデータではあるが,感 想の分析からは,「公

共の意思決定モデル」を踏まえた授業構成が一定の効

果を上げ,社 会問題への意思決定に対する意識に変容

をもた らした可能性が読み取れる。一方で従来同様の

とらえ方にとどまる生徒も一定数存在すること,内 容

の選択が難 しかったことによって十分に思考できな

かった生徒がいる可能性があることがわかる。より平

易な内容で同様の効果を上げ られるような教材の開発

を進めるとともに,よ り精緻な評価を行って効果を確

認 していく必要がある。本授業は研究大会でも公開 し

たが,協 議会でも評価方法への質問をいただいた。評
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価方法については当然従来の意思決定型授業における

ものとは違 うものが必要となると考えられるが,ま だ

十分に検討できていない状況である。今後の課題 とし

たい。

4.成 果と課題

　 「幸福 ・正義 ・公正」の理解を通じてめざされてい

る 「対立の存在を自明としながら,問 題の解決にあたっ

て 「正義」「公正」などの概念 を用いることによってよ

り良い意思決定ができるようにする」ためには 「公共

の意思決定モデル」を踏まえた授業の構成が有効であ

ると考え,授 業分析 と授業開発を行った。その結果 「公

共の意思決定モデル」を踏まえた授業の構成によって

社会的な意思決定に対す る生徒の考え方を変容 させ る

可能性が示 された。ただし,目 標に適合 した評価方法

は確立することができなかったため,十 分な効果の測

定はできていない。評価方法の確立は課題である。ま

た,本 来自然科学を対象 として進められた科学技術社

会論の枠組みを用いて社会科学の分野を扱 うことが適

切なのか検討す る必要もあると考えている。今後も理

論および授業構成の精緻化を進めていきたい。

5.お わりに

　 「科学者による意思決定モデル」の立場に立って社

会の諸問題を考えるだけでは,自 分の立脚す る特定の

理論に基づいた解決策が現実のものにはならず,「正 し

いはずの結論」が実現しないことに不満やあきらめ,

社会への不信を生むだけに終わってしま う。体制反体

制図式に基づく理解からは,自 分と反す る意見の持ち

主を権力者の一部であると決めつける 「御用学者」批

判へと駆 り立てられた り,「正 しいはずの解決策が実現

しない」とい う状態からは 「誰かが邪魔をしている」

とい う 「陰謀論」に誘い込まれた りすることになるだ

ろ う。実際の社会にはそのような言説が数多く流布 し

ているのが現実である。その多くは稚拙なものではあ

るが,こ のような陰謀論が登場する背景には 「科学者

による意思決定モデル」が深く浸透 していることも影

響 しているのではないか。情報化の進展による市民の

情報発信の広が りが,稚 拙な言論の流布 にとどまるの

は残念なことである。「公共の意思決定モデル」は,こ

のような状況に対 して変化をもた らすのでは無いか と

い う期待も感 じている。今後も 「公共の意思決定モデ

ル」を踏まえた 「幸福 ・正義 ・公正」の理解 を深める

授業理論の精緻化を進めていきたい。
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